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諮問事項 
「変化する社会情勢に適応し特別区消防団の組織力を向上させ住民

の負託に応え続ける方策はいかにあるべきか」 
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○前回諮問の答申報告 
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事務局 審議内容を踏まえて答申案を作成 
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○ 答申案の検討・承認(答申決定) 
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第１ 諮問事項 

「変化する社会情勢に適応し特別区消防団の組織力を向上させ住民の負託に応え続ける方策は

いかにあるべきか」 

 

第２ 諮問の趣旨 

特別区消防団は地域になくてはならない代替性のない存在であり、地域防災力の中核とし

て、住民の負託に応えてきたところです。 

さらに、本年(令和５年)は、関東大震災から１００年の節目の年であるなど、消防団への期

待は更に高まっており、東京の安全安心を守っていくためには地域防災力の中核を担う消防団

が、将来にわたって更に充実し、消防団としての役割を果たしていく必要があります。一方

で、特別区においては、人口が２０３５年ごろに減少に転じ、２０５０年をピークに高齢化が

進行すると予測されているほか、近年は、ＤⅩの進展によるテレワークなどの働き方の多様化

や、単身世帯の特別増加による地域コミュニティの希薄化など、社会情勢は常に変化している

ところです。 

このことから、各消防団や各区の特性なども踏まえながら、変化する社会情勢に適応し特別

区消防団の組織力を向上させ、住民の負託に応え続ける方策について諮問するものです。 

 

第３ 課題 

諮問における現状の課題は次のとおりである。 

１  地域防災の要である消防団として、変化及び成長していくことが重要である。 

２  活動力を地域で発揮していくことで、地域住民の負託に応え続けることが重要である。 

 

第４ 検討事項及び方向性 

１  入団し活動を継続したいと思える組織の活性化方策について、江戸川区の地域特性や消防

団の現況(構成等)を踏まえ検討する。 

⑴ 団活動によりやりがいを持てる方策の検討 

ア  やりがいを感じる活動や各世代等でやりがいに違いがあるかなどを検討 

イ  検討結果に基づき、やりがいを持てる方策内容を検討 

⑵  資格取得講座の拡充等の検討 

ア  既存講座の拡充や消防団活動において必要な資格等について検討 

イ  多様な職業等からなる消防団の特性を活かした団員から団員への講話や研修の検討 

⑶  多様な主体との協働による地域密着型の各種講習や教養講座の検討 

各地域に根付いている企業や官公庁、消防団協力事業所等と連携した講習や講座、ワーク

ショップの発掘 

２  最新の技術等を考慮した活動環境の改善方策について検討する。 

⑴  災害への出場命令や、団員間の情報伝達のあり方の検討 

⑵   消防団事務の効率化が可能なタブレットを活用したシステムの検討 
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現行整備されているタブレット端末の更新に合わせた新たなアプリやシステムの導入など 

⑶ 各種資機材の更新に合わせた仕様変更等の検討 

環境に配意した装備資機材の検討や仕様変更による利便性の向上、負担軽減 

３ 消防力維持のため、計画的な人材育成方策について検討する。 

⑴ 経験が浅い消防団員への教育訓練体制や目標、内容の検討 

⑵ 経験豊富な団員(中核となる団員)による訓練指導体制等の検討 

⑶ 操法訓練と実動訓練の実施の目安などの検討 

⑷ 訓練効果の確認方策について検討 

４ 地域に尽力している消防団を地域住民により知ってもらう方策について検討する。 

⑴ 積極的な災害活動の定着化と区等と連携した普及方法の検討 

⑵ 地域から、より理解と信頼を得る消防団づくりの検討 

 

第５ 検討結果及び方策について 

江戸川区内３団の現役団員に実施したアンケート結果（「江戸川区消防団運営委員会の諮問

事項に対する意向調査」別添え１、以下「意向調査」という。）及び江戸川区の特性を踏まえ

て検討した結果（別添え２「江戸川区消防団の地域特性」参照）と、それを踏まえた今後の方

策は以下のとおりです。 

１ 入団し活動を継続したいと思える組織の活性化方策について、江戸川区の地域特性や消防

団の現況(構成等)を踏まえ検討する。 

⑴  団活動によりやりがいを持てる方策の検討（「意向調査」Q１～4 参照） 

ア 消防団活動の中で「やりがいを感じる活動」について、「意向調査」において「災害

活動」（1位、21％）「消防警戒」（2位、19％）、さらに、「やりがいを感じる瞬間」

について、「災害現場で感謝された時」、「消防警戒で地域の安全を守っている時」

「消防警戒で感謝された時」が多数であった。こうしたやりがいを感じる機会を増やす

こと、地域貢献している実感を得られることが、消防団員としてのやりがいに直結する

と考えられる。 

イ やりがいを感じる活動や瞬間には、年代や性別、また階級によっても違いがある。 

「やりがいを感じる活動」について、最も顕著な違いは、女性の５７％が「救命講習

指導」を挙げているが、男性はその半分以下となっている。女性は災害活動や警戒より

も、相手方と直接触れ合うことのできる講習指導等にやりがいを多く感じていると推察

できる。 

「やりがいを感じる瞬間」について最も顕著なのは、副分団長以上は、５５％に上る

団員が「操法大会等で仲間と団結し訓練している時」を挙げている一方、部長以下では

わずか４％にとどまっている。ここから、訓練等においてリーダーシップを発揮してい

る副分団長以上がその訓練におけるやりがいを最も感じていると推察できる。 

こうしたそれぞれの年代・性別・階級による消防団活動に対するやりがいの違いを念

頭において、各団員が活躍できる場を提供することが重要である。 
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ウ 消防団活動を長く続けられる方策の検討 

「意向調査」では「消防団員をやめようと思った事がある」と答えた団員が全体にお

いての３９％であり、「ある」理由については「本業への支障」が最も多く、次い

で、「団行事が多く私生活に負担」、「家族に迷惑がかかった」となっている。 

消防団活動と本業、私生活、家庭との両立を支援するため、各種行事における団員

の係員指定の人数を適正にする（いたずらに多くの団員を動員しない）、できる限り

早期に予定を明示し、スケジュール調整しやすくするといった配慮をし、さらに、団

全体で「無理のない消防団活動」を各団員が他に遠慮することなく実践できる環境作

りをすることが重要である。 

エ 消防団員を長く続けるために必要なものとして、「家族の理解」であるとの回答が、

２７％と最も多いことから、家族イベントの開催や、消防団活動への理解を深めるため

の情報提供など、家族が快く消防団活動について応援できる環境づくりに配慮が必要で

ある。 

オ また、消防団を長く続けるために「団員間のコミュニケーション」との回答も多いこ

とから、各分団のチームワークの醸成を促進する行事（操法訓練に限らず、分団対抗の

競技大会等娯楽要素の高いイベントの開催等）の実施、学生団員、若手団員、女性団

員、各階級別といったカテゴリーごとのコミュニケーションの機会（女性団員研修、学

生団員研修、若手団員訓練、懇親会等）を増やすことも有益である。 

 資格取得講座の拡充等の検討（「意向調査」Q５～10、別添え３「消防団の主な教育訓

練」参照） 

ア 「意向調査」の結果から、「警防科研修」、「機関科研修」、「初級幹部科研修」など災害

活動に関する研修への関心が高く、資格取得にも意欲的である。 

  また、「消防団員として不安に思っていること」の一番多い意見としては「大規模災害

時の活動」が挙げられており、この点からも災害活動研修といった災害現場での対応に

関する研修の受講を要望する団員が多いと考えられる。 

一方で、既存の学校研修等の募集人員は毎年各団１名ずつと、非常に限られているた

めに、希望がかなわない状況が見受けられることから、災害活動に関連する研修の募集

人員を拡大し、より多くの団員が受講できるようにすることが急務である。これにより、

「資格を取得できる」ことにやりがいを感じている団員の満足度を向上させることが期

待できる。 

  また、女性団員研修への関心も高く、女性団員が活躍できるための知識・技術を身に

付けられるような研修を増設することを検討すべきである。具体的には、女性団員が不

安に感じている災害出動や大規模災害時の活動に対して女性団員を特に対象とした研

修等である。 

イ 「応急手当指導員講習」や「可搬消防ポンプ等整備資格者講習」など、より専門性の高

い技術を身につけるための講習も「今後行ってみたい講習」として要望が多く、こうし

た要望に速やかに応えられる研修体制の整備が望まれる。 
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また、「防災士」「危険物取扱者」「消防設備士」といった公的資格が必要と考える団員

も多いことから、各種資格取得を目的とした講習を多数開催し、資格取得に対する助成

制度を整備（江戸川区との連携も検討）するなどにより、消防団員のスキルアップを図

りモチベーションを向上させることができる。 

⑵  多様な主体との協働による地域密着型の各種講習や教養講座の検討 (「意向調査」Q8 参

照) 

ア 地域に根差した消防団を実践するためには地域企業や官公庁、消防団協力事業所との

あらゆる形での連携を密にすることが重要であり、その一環として消防団員向けの専門

的な講習や教養講座をそうした多様な主体に依頼していくことも有益である。意向調査

においても、健康セミナーや手話、英会話の講習を希望する回答も多く、こうした講習

であれば、地域の事業者に依頼することも可能であると考えられる。こうした講習によ

り、消防団員の専門性を高め、活動の質を向上させ、一方では、防災の担い手としての

消防団を相手方に認識してもらうこととなり、地域との絆を深めることができる。 

  相手方に一方的に講習や教養講座を依頼するのではなく、防災訓練や、応急救護訓練

を共催すれば、互いに利益を享受することができ、地域の防災力の向上も期待できる。 

イ 特に、都内で最もインド人が多く居住し、外国人居住者が多い江戸川区においては、

ＳＤＧＳ推進部が昨年開設した多文化共生センターといった区の関係部署との連携をは

じめ、管内外国語学校や、インターナショナルスクールとの防災教育、外国語講座等の

開催が多文化共生社会における消防団の役割を強化し、外国人居住者とのコミュニケー

ションの円滑化に非常に有益であると考える。 

２ 最新の技術等を考慮した活動環境の改善方策について検討する。 

⑴   災害への出場命令や、団員間の情報伝達のあり方の検討（「意向調査」Q11 参照） 

 電話連絡や緊急伝達システムに代わる方法として、「意向調査」の結果では、「携帯電

話と連動した通信システムの開発」(61％)が最も求められているという結果であった。 

ほぼすべての団員が所有し、日常的に携行している携帯電話と連動した「災害出場指

令・団員間の情報伝達システム」が最も有効な連絡ツールである。災害発生時に自動的に

出場指令を団員に通知し、団員間の情報共有を可能にし、団員の位置情報や状況を共有す

ることができるといった複合的に活用できるシステムの開発が望まれる。 

⑵ 消防団事務の効率化が可能なタブレットを活用したシステムの検討（「意向調査」Q12参

照） 

今現在、分団単位で配布されているタブレットを活用して消防団事務の効率化が可能に

なるシステムとしては、出場報告をタブレットで入力すれば費用弁償の請求事務まで一元

的に行えるシステムや、入退団手続き、被服の要求といった事務のシステム化が、団員の

負担を大きく軽減することができると考える。 

⑶  各種資機材の更新に合わせた仕様変更等の検討（「意向調査」Q13、14、22、別添え４

「特別区消防団の装備資器材について」参照） 

ア 「新たに配置する資器材について」の「意向調査」の結果から、「ガンタイプノズル」
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の要望が最も多く、実に７４％にも上る。ガンタイプノズルは、消防隊が現在標準的に

使用しているノズルの形状であり、５０ホースに結合するタイプのノズルである。（別

添え５「ガンタイプノズルの概要」参照） 

   現行の消防団用のノズルはパーフェクトノズル（別添え６「パーフェクトノズルの概

要」）であり、このノズルを「管そう」(ホースの先に結合し放水する際に抱える筒状の

資器材)に装着し使用しているが、ガンタイプノズルに比較し反動力が後方にかかるため、

ホースを保持するのに筋力と持久力が必要である。消防団員の負担軽減のために資器材

の軽量化が望まれている中、このガンタイプノズルを一番に取り入れるべき資器材であ

ると考えるが、そのためには５０ホースの配置も合わせて必要になることから整備に

はかなりの予算と期間が必要になると考えられる。また、ガンタイプノズルは、取り扱

いがしやすく放水量や放水形状を容易に変えられるが、ノズル圧力及びホースの摩擦損

失が大きく、実際の放水量が現行のパーフェクトノズルより少なくなるため大量放水が

必要になる震災時には不向きであるとった面もあるため、採用には慎重になる必要があ

る。（別添え７「消防用ホースの比較」参照） 

イ また「配置資器材の改良・改善」で最も要望が多かったのは「手引き台車の電動化」で

ある。 

現在、電動の手引きポンプ台車は存在しないが、電動化により物理的な負担を大きく軽

減することが期待できるため、電動アシスト機能を持つ台車の開発及び導入も進めていく

必要がある。（別添え９ 「電動ホースカーの概要」参照） 

   ウ 少数意見ではあるものの、下記の消防団員用の防火衣、活動服等の装備が暑いとの声も

上がっていることから、昨今の異常な猛暑対策として、熱中症等の受傷を防ぐためにも、

通気性や吸汗性に優れた活動服や冷却材を使用した冷却ベストの導入も進めていく必要が

ある。 

３  消防力維持のため、計画的な人材育成方策について検討する。 

⑴  経験が浅い団員への教育訓練体制や目標、内容の検討（「意向調査」Q5～14、15、16 参

照）, 

「意向調査」の結果から、「消防団員として不安に思っていること」の中に、大規模災

害時の活動や災害出動が多く挙げられている。（特に大規模災害時の活動については半数

近い４７％の団員が不安を感じている。） 

また、訓練・研修関係についての意向調査でも多くの項目で、災害に対応する実践的な

訓練・研修を挙げていることから、震災、水災訓練、火災対応訓練等、実践的な訓練及び

研修が不安の払しょく、消防団の活動力の強化に必要である。  

そこで、入団１～２年の団員を対象とした上記の実践的な訓練を、消防学校等で集合形

式により実施し、基本的な活動について一定・均一の知識・技術を身に付けることができ

れば、消防団員としての自信とモチベーションにもつながると考える。 

⑵  経験豊富な団員(中核となる団員)による訓練指導体制等の検討(「意向調査」Q18参照) 

意向調査の結果から、訓練の指導にあたる団の中核を担う団員に対しての訓練には、消
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防署による教養が効果的であるとの意見が多く、消防活動の専門家による実践的な教養が

求められている。そこで、消防団員と共に災害活動に臨む、中小隊長からの、消火活動だ

けでなく、現場指揮要領を含む実践的な訓練指導が効果的であると考える。 

また、生業等で取得した資格・経験等が消防団活動において十分活用でき、指導者とし

て適性があると認められる場合は、消防団員としての活動実績（団歴）に関わらず、指導

者として従事させるなど、柔軟な昇任制度（補職基準）も検討すべきであると考える。 

指導要領については、指導マニュアルの作成・活用も効果的であるとの意見も２番目に

多かった(３２％)ことから、令和６年３月に消防団課で作成した「特別区消防団火災対応

訓練マニュアル」も非常に有効であり、今後の活動に有意義に活用されることが期待でき

る。 

⑶ 操法訓練と実動訓練の実施の目安などの検討（「意向調査」Q19 参照） 

消防団員の間で操法訓練と実災害に則した訓練のバランスについては意見が分かれてい

る。分団内の指揮・規律・団結力が向上するという意見も４１％あるものの、訓練の負担

が大きいという意見が４６％と最も多く、半数近くに上っている。  

そこで、訓練の負担軽減を図りつつ、操法訓練の利点も活かすといった方策が必要であ

る。 

ア 操法訓練の利点を活かし、若手団員のコミュニケーションツールとして操法訓練を活用

することや、新人教育として活用する、また選抜チームを作り、やりがいをもって訓練に

臨ませる、といった形で操法訓練を実施し、訓練の負担軽減を図るためには、全分団から

操法大会に参加させている現在の原則の見直しを図ることや、操法訓練が実戦的でないと

感じている３９歳以下の団員が多いことから、操法大会と実戦的な訓練効果確認を交互に

実施するなど、操法大会の実施方法について検討する必要がある。 

イ しかしながら、消防団としての災害現場での活動において、操法訓練で培われる礼式や

操法が少なからず役立ち、消防団の活動における規律にもつながっている点は看過できな

いところであり、形を変えて、負担を軽減してでも実施を継続する必要はあると考える。 

⑷  訓練効果の確認方策について検討(「意向調査」Q17 参照) 

「団員の能力・経験を知るための手法」については、「スキルアップシート」の作成が

１位(27％)、「試験・効果確認の実施」が２位(22％)という「意向調査」の結果であっ

た。これらを組み合わせることで、団員一人ひとりの能力や経験をより詳細に把握し、

個々のニーズに合わせた訓練を提供することが可能となるとともに、「スキルアップシー

ト」を団員自らが見直すことにより、自身の消防団員としての知識・技術の到達度を確認

することができ、今後の訓練・研修への参加に対するモチベーションにもつながると考え

る。 

試験・効果確認については、例えば消防団合同点検の実施時に訓練効果の確認を行うと

いった方法をとれば効率的であり、団点検に参加する意義そのものも向上すると考える。 

４  地域に尽力している消防団を地域住民により知ってもらう方策について検討する。 

⑴  積極的な災害活動の定着化と区等と連携した普及方法の検討(「意向調査」Q20、21 参照) 
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ア 積極的な災害活動の定着化 

前述の各検討項目における「意向調査」の各結果からも消防団員は、より実践的な訓

練、研修及び災害対応を容易にするための資器材の整備の拡充を希望しており、災害現

場での人命救助、感謝の機会にやりがいを感じている。 

よって、こうした消防団員からの積極的な要望を後押しする訓練支援、研修の実施、

資器材の整備、災害現場での消防隊との連携を強化することにより、積極的な災害活動

の定着化を図れると考える。 

    イ 区等と連携した普及方法の検討 

消防団活動に有効な広報活動については SNS の活用が有効であるとの回答が、全体の

５５%と最も多く人員確保策としても、イメージアップ広報を挙げている団員が、全体の

２９％と報酬の値上げに次いで２番目に多い。 

そこで、区等との連携においても、SNS を活用した広報を活用していくことが有益であ

ると考える。 

現在、江戸川区は、Facebook、インスタグラム、エックス等を運営しているが、各消

防団は一部 SNS を開設しているものの、活用範囲は限られている。そこで、SNS 上での

相互連携を密にし、互いのフォロワー数の増加に結び付くような積極的な広報戦略を検

討していくことが急務であると考える。 

特に若者層へのアピールに SNS は有効であり、若手団員の個人の SNS との連携によ

り、さらに広報効果が増大することが期待でき、そうした、情報の伝播が SNS の最大の

利点であることから、個人の SNS での投稿を安全に実施できるようにするために「消防

団員の SNS 投稿のためのガイドブック」といったものを作成し、若手団員にわかりやす

いかたちで、ガイドラインを示し消防団活動の個人投稿を可能にすることも今後の広報

活動で効果的であると考える。 

⑵ 地域から、より理解と信頼を得る消防団づくりの検討(別添え２「江戸川区の消防団の地

域特性」参照) 

「防災訓練」や「地域や学校での防災思想の普及」など、地域と一体となった活動

は、消防団の存在感を示し、地域住民との信頼関係を築く上で有効である。  

江戸川区の地域特性として、町会と消防団のつながりが非常に強く、町会配置のポン

プ車が各団に多数存在するのは特別区内で江戸川区だけである。町会の防災訓練時に

は、消防署に指導を依頼するよりも、まず先に、消防団に支援依頼することが常であ

り、町会と消防団のつながりが密接である。また、消防団は地域のまつりや、イベント

にも積極的に協力しており、地域住民から厚い信頼を寄せられている。消防団と町会と

の親密な繋がりを今後も維持し、さらに強めるために、町会の防災部、女性部、青年会

等から消防団に入団するルートを作り、地域に密着した消防団体制を確立できれば地域

の防災力もおのずと高まり消防団員の継続的な定数の獲得にもつながる理想的な形であ

る。 
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第６ まとめ 

首都直下地震発生時に想定される最大６２３件もの同時に発生する火災に備え、消防団は単

独でも主体的に災害活動ができる力を向上させていく必要がある。そのためには、消防団員の

充足率の向上や人材育成により、消防団の組織力を高め、地域住民と力を合わせて災害発生時

の被害の軽減を図っていくことが重要となる。 

また、「意識調査」では、生業を持つ消防団員にとって、これ以上の活動時間の増加は困難と

いう現実的な問題も垣間見えた。このため、団員の活動時間の総量を増やすことなく、災害や

消防団に期待する役割により特化した分野に活動コストを集中するなど、活動内容の選択と集

中について、本格的に議論する段階にあると考えられ、少なくとも、本答申に基づき新たな仕

組みを導入する等の各種施策が講じられる場合は、それに見合う 既存事業の廃止や合理化をセ

ットにすることが前提になる。 

江戸川区消防団運営委員会としては、今後も定期的に団員の意見をとりまとめ、日々変化する

社会情勢に柔軟にかつ迅速に適応していくとともに、魅力ある消防団活動を展開することによ

って、住民の負託に応え続けていく方策が必要であると提言する。 



階級 団員 班⾧ 部⾧

人数 214名 115名 116名

40% 21% 22%

年齢 １８歳～ ２０歳～ ３０歳～

比率 2% 9% 8%

人数 11名 48名 42名

性別

人数

比率

別添え１

江戸川区消防団運営委員会の諮問事項に対する意向調査

調査回答者 総数 ５３５名

副分団⾧ 分団⾧ 副団⾧以上

54名 27名 9名

比率
10% 5% 2%

83% 17%

比率
101名 434名

19% 81%

４０歳～ ５０歳～ ６０歳以上

19% 35% 27%

男性 女性

453名 82名

85% 15%

102名 186名 146名

85%

15%

男女別 比率

男性 453名 女性 82名

2%9%
8%

19%

35%

27%

年齢別 比率

１８歳～

２０歳～

３０歳～

４０歳～

５０歳～

６０歳以上

団員 214名
40%

班⾧ 115名 21%

部⾧

116名
22%

副分団⾧

54名
10%

分団⾧ 27名
5%

副団⾧以上 9名 2%

階級別 比率



災害活動 操法大会訓練
防火防災訓練

指導

消防

警戒

災害対

応訓練

規律

訓練
その他

21% 14% 15% 19% 16% 4% 1%

副分団⾧以上 69% 43% 44% 40% 54% 14% 3%

部⾧以下 47% 33% 34% 47% 35% 8% 1%

男性 53% 35% 36% 46% 39% 10% 0%

女性 37% 34% 41% 39% 34% 7% 0%

４０才以上 52% 34% 38% 46% 42% 11% 0%

３９才以下 43% 36% 31% 43% 23% 6% 0%

副分

団⾧

以上

部⾧

以下
男性 女性

４０才

以上

３９才

以下

8% 17% 17% 13% 37% 16% 22%

14% 40% 26% 30% 23% 31% 20%

6% 55% 4% 8% 43% 9% 31%

6% 23% 14% 16% 12% 16% 14%

7% 41% 11% 16% 20% 17% 14%

7% 29% 12% 15% 15% 14% 19%

16% 55% 28% 31% 38% 31% 37%

15% 38% 29% 33% 20% 32% 22%

18% 39% 37% 35% 46% 39% 30%

3% 0% 3% 2% 2% 2% 4%

救命講習指導

団員全体 12%

内    訳

階級別
36%

27%

性別
23%

57%

年齢
28%

29%

災害現場で人命を救助できた時

災害現場で感謝された時

操法大会等で仲間と団結し訓練している時

操法大会等で表彰された時

訓練指導で参加者が技術を身に付けられた時

訓練指導で感謝された時

Q２ 消防団活動の中で、やりがいを感じる瞬間  (複数回答可) 100％回答

質 問 事 項 団員全体
階級別 性別 年齢

Q１ 消防団活動の中で、やりがいを感じる活動について (複数回答可)    100％回答

消防警戒で地域の安全を守っている時

消防警戒で感謝された時

各種訓練で知識や技術が身についたと実感

その他

21%
14%

15%
12%

19%
16%

4%
1%

災害活動
操法大会訓練

防火防災訓練指導
救命講習指導

消防警戒
災害対応訓練

規律 訓練
その他

消防団活動の中で、やりがいを感じる活動について



副分

団⾧

以上

部⾧

以下
男性 女性

４０才

以上

３９才

以下

39% 59% 41% 40% 35% 43% 24%

61% 41% 59% 60% 65% 57% 76%

17% 11% 12% 9% 12% 9%

18% 9% 4% 7% 11% 6%

8% 3% 11% 4% 4% 3%

3% 5% 4% 6% 6% 1%

2% 2% 2% 4% 3% 0%

2% 2% 2% 2% 2% 1%

9% 4% 6% 0% 5% 4%

100％回答

団員間のコニュニケーション 17%

技術を維持するための研修制度 13%

家族の理解 27%

Q3 消防団員を⾧く続けるために何が必要か

Q４ 消防団員をやめようと思った事があるか？ 100％回答

団員全体

階級別

費用弁償 7%

体力増進 5%

保育園のような子供を預けられる制度 4%

無理をしない 13%

モチベーション 10%

性別 年齢

ある

ない

               『ある』理由

本業に支障

私生活との両立 2%

その他 2%

団行事が多く私生活に負担

家族に迷惑がかかった

人間関係

体力が不安

家庭の事情

その他

17%

13%
27%

13%

10%

7%

5%

4%

2%

2%

団員間のコニュニケーション
技術を維持するための研修制度

家族の理解
無理をしない

モチベーション
費用弁償
体力増進

保育園のような子供を預けられる制度
私生活との両立

その他
１００％回答

消防団員を⾧く続けるために何が必要か？

ある
39%ない

61%

消防団員をやめようと思った事があるか？




